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46 一 経 理 知 識 一




本稿の目的は、投資不動産の会計基準を世界に先駆けて公表したイギ リス と、 日本 の会
計基準の動向に多大な影響を及ぼし得るIASCに目を向け、両者の会計基準の背景、内容お
よび特質などについて比較検討することにある。以下、第H章 ではまず、投資不動産 に係
るイギリスの会計基準 とIASCの会計基準について、その背景と内容 を簡単に整理す る。






















まず上記①の反対論は、耐用年数の見積 もりや土地 と建物を区別 して評価することの困
難性を指摘するのが特徴的である。具体的には、投資目的で保有する不動産とくに賃貸目
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的の不動産は、賃借人が不動産の補修 ・保全を行うという契約を交わすのが一般的で、自
己使用目的の不動産に比べて耐用年数の見積もりが困難であることを指摘する。さらに、
イギリスでは伝統的に土地 と建物をひ とつの有機的な資産 とみる会計慣行があ り、土地と
建物を個々別々に購入 した場合は別に しても、土地付建物を購入 した場合には、土地 と建
物の価額を区別することは困難かつ実際的ではないと主張される。








不能に陥 り、再評価剰余金が大幅に減少な いし消滅するような事態が起 こり得 るとの考え
から主張 され る。原[同上、4ペ ージ]によれば、 この経営政策的見地か らの反対論が、
SSAP19号を公表せ しめる最大の原動力になったと指摘される。
こうした反対論を背景 として、イギ リスでは、投資不動産の会計基準がSSAP19号とい
う形で公表 されるに至 った。その内容は全体で19のパラグラフか らなり、第1部 の解説
(pars.1～6)、第2部 の用語の定義(pars.7～8)、第3部 の会計基準(pars.9～16)お




IASCにお いて投資 不動産 の会 計 を規定す るのはIAS40号で ある。IAS40号は全体で75
のパ ラグ ラフか らな り、目的、範 囲(pars.1～3)、定義(pars.4～14)、認識(pars.15
～16)、当初 の測定(pars.17～21)、事後 の支 出(pars.22～23)、当初認識 後の測定(par
s.24～50)、振替(pars.51～59)、開示(pars.65～69)、経過規 定(Dars.70～73)、
発効 日(pars.75～75)、現 行IASに対す る修正 およ びIAS25号の廃止 といっ た内容 につい
て規 定 している。 また会計基 準で はな いが 、IAS40号を理解す るた めの記述 として、 序説
(pars.1～12)、付録A(IASの適用 対象 となる多様 な種類の不 動産 を要 約す るため の判 定
図)および付録B(pars.B1～B67)が追 加収録 されてい る。
パ ラグ ラフの数か らも分 か るよ う に、IAS40号では投 資不動 産 の当初 認識後 の測 定(評
価)に最 も多 くの 規定 を設 けて いる。 同様 に、序 説や 付録Bに お いて もそ の説明 に多 くの










案されていた ことに注意しなければな らない「m。このような変更に関 して、IAS40号では、
その理由を以下のように述べている。
「当理事会が非金融資産に対 して公正価値会計モデルを導入 したのは、本基準書が最初








くつか の不 動産 市場 が いっそ う成熟す る まで の時間 的猶 予 を与 え る」[IAS40号、
Introduction,par.8]ためのものと考えられてお り、その間、「財務諸表の作成者および利
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図表:SSAP19号とIAS40号の概要
規定項目 SSAP19号の概要 IAS40号の概要




























































































て も、そのこと自体は特に問題ではない。 しかし、会計学が他の領域 とは区別されたひと





語は、"realestate"という用語 とは、概念的に区別 して用 いられている。具体的には、
"




す もの として用 い られるので ある[lnternationalValuationStandardsCommittee、
(1997年)、par.2.3,par.3.2および野村総合研究所(1991年)、145ページ]。
こうしたことを念頭に置きながらSSAP19号とIAS40号の投資不動産の定義をみるに、
そ こには土地 ・建物に対する権利に限定 して不動産 を定義するSSAP19号と、諸権利を含
む有形の土地 ・建物 として不動産を定義するIAS40号との相違に気付 くであろう。すなわ
ち、投資不動産を定義するにあたり、SSAP19号は狭義の不動産概念を前提とし、IAS40
号は広義の不動産概念を前提にしている。 さらに、投資不動産にいう不動産は、SSAP19
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習などにより大きく異なるものであり、その違いが不動産の概念に反映されるもの と考え
られるか らである。
たとえば、土地 ・建物に付帯する諸権利を焦点 とす る不動産概念、つまりイギ リスを典




る 「フ リー ・ホール ド」と、与え られた期間でのみフリー ・ホール ドの所有者 と同様の諸
権利を行使できる 「リース ・ホール ド」 とに分 けられるが[野 村総合研究所(1991年)、
208ペー ジ]、狭義の不動産概念の特徴は、いずれにしても不動産の 「所有」よりも 「利用」
を重視 して概念規定がなされる。
一方、IASCに見 られる広義の不動産概念は、諸権利を含む有形の土地 ・建物を焦点とす
る概念であることか ら、不動産の 「利用」 とともに、不動産の 「所有」それ自体 も概念規
定上の基礎に据えられている。 しかもこの場合、「利用」と 「所有」の優劣関係は必ずしも






の不動産 とが、その保有 目的ないし投資 目的の観点か ら区別されることであろう。そ し
て、投資不動産であることの判断基準として、不動産が企業の主たる営業活動とは切 り離
された存在であるとする点 も共通するen。すなわち、SSAP19号では 「企業の所有する固定
資産の大部分が、営業において費消されるのではなく投資 として保有されており、 これ を
処分 しても企業の製造活動や営業活動に大きな影響を及ぼさない場合には、SSAP12号と
は異なる会計処理をする必要がある。」[SSAP19号、par.2]とされ、IAS40号では 「投資
不動産は、企業によって保有 される他の資産 とはかなりの程度独立 したキ ャッシュ ・フ
ローを生み出す。」[IAS40号、par.5]とされている。




同様 に、IAS40号の方が広 く捉え られているといえる。






い。 ここでは、賃貸収益の獲得に高く貢献するか らこそ、不動産の価格が上昇 し、その結
果、保有利得が生じるものと考えることが重要になる。
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る。イギ リスの会計基準審議会(AccountingStandardsBoard,ASBと略す)によれ
ば、総認識利得損失計算書の意義は、企業の財務業績を当期の純損益という単一の指標に





















そこでIAS40号では、そ うした問題に対処すべ く補足的開示項 目を詳細に規定 してい
る。図表には公正価値モデルと原価モデルに共通する項目のみを示 しているが、補足的開
示に係る項 目は、公正価値モデル と原価モデルに共通する項 目だけではなく、さらには公
正価値モデルの適用時に開示する項 目と原価モデルの適用時に開示する項 目が追加されて
いる(η。
なお、 こうした問題はSSAP19号に関して も考えられ得るが、イギ リスでは不動産市場
が相対的に整備されてお り、市場における価値をもって評価を行 う場合には、比較的高 い
客観性が保持される。 しか しなが ら、鑑定人による評価が実施され、それを評価額 とする
場合には、財務報告の信頼性を確保するため に、投資不動産を評価 した者の氏名、資格お
よび評価基準の開示が求め られている。
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